
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 6年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

1 事業の成果
不動産流通業実務者の教育、研修、資格認定試験の実施、資格認定・登録、教育カリキュラム

の開発、実務研修テキストの作成、セミナーの実施、講師、講演等を実施した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【7252】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)不動産流通業務
に関わる実務者の

資格認定と登録・

更新制度事業

1.資格認定試験問題の作成
2.資格認定試験の実施
3.合格者の資格認定と登録、更新

4月

翌 3月

全国

8人 ―殻市民

申込者   53'、

受験者   `1人

合格者   23人

貢ti餘 者 10人

貴格更

'■
 36入

3777

(2)不動産流通業務

に関わる実務者の

研修・通信教育・スク
ーリング等の事業

1.講座テキスト編集
2.参加者募集
3.eラーニンク

・
教本

の編集と提供

4月

翌 3月

全 国 6人 一般市民
申込 9(x人

受講者 7“ ベ
2746

(3)不動産流通業務
に関わる雇用機会

拡充の支援事業等

対象企業周知説

明会・ Dヽ1等の

企画と実施

4月

翌 3月
東京 2人 ―段市民 500人 320

(4)不動産流通業務
に関わる資料の作

成と提供

講演、寄稿、論文
発表、市場調査、
朝礼問題・ 100
間テスト等の提供

4月

翌 3月

東京
大阪

3人 ―殻市民 0 0

(5)広報誌などの発

行により本協会の

役割、成果の広報

啓蒙活動

1.メルマカ
.定
期配信

2.新聞セミナー連載
3.新聞広告掲載
4.Wiebサイト掲載

4月

翌 3月

全国 2人

―般市民

団体会員 100 276

(o不動産流通業
務に関わる営業支

援の為の各種紹介

事業

成果が見込めるシステムを提供

している企業・団体の紹介・情報

提供.不動産実務者にとっては、
業務の効率化と業務の精度が高

まり、時短・働き方改革

1管轄が異なる各種情報を一元管
理するシステムを活用すること

で、正確で、豊富な情報を迅速に

消費者に提供する。
2不動産登記の専門家と連携をす
ることで.物件調査、重要事項説
明の精度があがり、消費者に安心

した不動産取引を提供する。

4月

翌 3月

主たる

事務所
2人

一般市民

団体会員 837 136

(7)不 動産流通業
務に関わる営業支
援の為の各種シス
テム・ツールの提
供事業

複数のサイ ト上で公開さ
れている不動産情報を確
認・整理するには時間がか
かり、消費者とってはリア
ルタイムで情報を入手す

4月

翌 3月

主たる

事務所
2人 ‐般市民 0 0
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(8)前 各号の他、本

協会の目的を達成

するために必要な

事業

企業診断、改善
提案等
租税公課

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 ,

6年度 活動計算書 (その他事業が生い場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンノャル・セールスプランナーズ協会

900000
2 500.000

2 受取書鮒金
受収寄附金
施設等受人評価益

3 受取助成金等
,11、 廟|サリ↑

4 ●摯収薔
(1)不動産流通業務11関オ,る実務者の資格認定と登録・■新精度事業
(2)不動産流通業務に関わる人務者の研修・通信教市・″-1′ゲ等の事業
(3)●動産流通業務に薇わる|`用 機会拡充の支援事業等
(1)不動産流通業務に関わる資料の作成と提供
(5)広報誌などの発行により本協会の役割.成果の広報格蒙活動
(6)不動産流通業務に関わる営業支援の為の各種紹介事業
17'不動産流通業務,I関わる普来支援のるの各種システム・ッールの提供事業
(8)前 各号の他.本協会の11的 を達成するために必要な事業

250118
196 125

381 810

0

373.006

911 680
0

O 8 899.069
5 その他の収益

,1、イ|1忠

鮭1■、 26.640

(1)人件費
給料千当
役彙報酬
退職給付費,II

格:11'中 ■賛

豆丁マう麗雇更
■ 11原価
業務委託費
外注贅
試験・資格費
旅費交通費
広報費
教材贅
通信贅
消耗品費

支払手数料

父燎費

5269
225135
2'1 310

263 310

239 114

085.600

90 600

255

3,9 500

125.102

593. 895 6.23245

(1)人件費
役it報 酬
檜||千 当
4職結付贅月
補利
'′

′F費

事務
'"品
質

業務委託費
通信贅
雑品費
家賃
減価償却費
議会贅
和税公課
支払手数料
交際費
事務機械費
●同十1
諸雑費

66 921

1 815 186

397.089

60 500

921 000

173.387

62.410

132.300

128.920

21 310

3.058 359

290 100

111. 100 6.771.946

2

A

過年度損益修「|:益

災害
=:矢

|●



書式第 15号 (法第 28条関係)

6年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

現金預金
未収金

棚卸資産 (商品)
前払金

47

車両運搬具
什器備品
減価償却累計額

823.320

固

」ヽ|,.、 」0

878.974 878974
2

ソフトウェア

借地権

3 の

敷金
長期貸付金

の

【A】 資 産 合 計 ①+② 20.473.337

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

+ 4.77

の

20.03 42
_`,,

級 正

正味財産増

B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 20,473.337



16 28条

重要な会計方針
(1)財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日
(2)消 費税等の会計処理
消費税等は、税込経理によって処理しています。
(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法
(4)固定資産の減価償却の方法
定率法

2.事 業別損益の状況

6年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンシャル・セールスプランナーズ協会

NPO法人会計基準協議会)に よっています。

(単位 :円 )

科 日 資格認定登録

更新事灌

研修.諄座運
営事業

雇

"艤
会拡充

支■●果

調査研究資料
●成提供●葉

広報 .啓蒙事

業

営業支援のお
の各

“

紹介●

業

の各種ンステ
ム・ツールの

提供事業
事業部円計 管理部門 合 計

1.250.418 5,496、 125 334.840 8. 9

3.400.000

26. 649

3.400.000

8.399.069

26,649

1,250,418 5.496. 125 334.840 373.006 944. 680 8,399.069 3,426.649 11.825.?18

0

401,

147,

3.44

1,000.62

401, 666

255

90

274.340

4

803, 332

147,326

4 3

269

135

340

249.

60.

3.777.426 2,746,989 320,645 276. 859 130,641 7,252,561 4,801,834 12.054.395

3.777.426 2.746.989 320.645 276.859 130.641 7.252,561 4.801.834 12.054 395

I 経常収益
l 受取会費
2.事業収益
3 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(l)人 件費
人件費計
(2)その他経費
売上原価

業務委託費
外注費
試験・資格費
旅費交通費
広報費
教材費
通信費
消耗品費
支払手数料

交際費
事務用品費
業務委託費
通信費
雑品費
家賃
減価償却費
諸会費
租税公課
支払手数料

交際費
事務機械費

顧問料
諸雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 -2. 5」 F 008 2.749, 136 14.195 96. 147 814,039 1, 146.508 -1375.185 -228.677

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐   ‐
― ― ― ― ― ― ―

  
―

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計
― ― ― ― ― ― ―

■■■‖■■■■■■■

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
(単 :円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

〈単位 :円 )

科 日

計算書
類に計
上され
た金額

内、役
員との

取引

内、近
親者及
び支配

法人と
の取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

（
０

科 目 用首取得

“

額 取得 減少 月末取得価螢 減価償却 累計額 期末帳簿価額

4823. 320

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

■■■‖■■■■■■■

期末残泊科 目

合計

その他の事業に係る資産の状況

期百残司晋爾百囚



書式第 17号 (法第 28条関係 )

6年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日本レジデンンャル・セールスプランナーズ協会
:II])

の

現金

郎 褥 行普通預金
14.814

19.245. 101

19259915
未収金
(|'不動産流通業務に関わる実務者の資格認定と登録・更新制度事業 (イ ~エニ|~′ンオ)
(2)不動産流通業務に関わる実務者0)i,f修 通信教育 スクー'1,'等 の事業 (CЮベイゲー トウェイ1神 )

(6)不動産流通業務に関わる営業支援の為の各種紹介事業 (RIAコアプレインだ)

消費税還付未収金

33.000
42.900
76.890

16.753
169.543

棚卸資産 (商品 )
販売用物品 (教本)
前払金

58.550
59. 048

| ヽ

1

車両運搬具
事業用車両

付器備品
什器備品ハソコン等
減価償却累計額

823. 320
「FI.|||‐

17 307

2

ソフトウェア

借地権

878.974
878.974

3 の

敷金

長期貸付金

20.473, 337【A】 資 産 合 計 ①+②

658.034

6.73ヽ

,3

の-1
1

93

31

10

74

96

00

30

長期借入金

退職給付引当金

未払金
リコーシ・ャ,・ヽシ(事Ю
ヤマト運輸帥
欄エイコー

(欄住宅新報
仰イグロス
(期ORIAコ アフ'レインス
NTTファイナンス

預り金
源泉徴収税

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 664 772

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 19.808.665



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和6年度年間役員名簿
(■●■年慶において投員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこ

れからの■についての●●■年度における●日の有無を■●した名簿)

特定非営利活動法人 日本レジデノシャル・セールスプランナーズ協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)′

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内
の就任期間

報酬を受けた期間
(嵌当者のみに出入)

理事

ツチヤ  カツミ

土屋 克己  

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事

コント
・
ウ  キイチ

近藤 紀一

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事

コイタ′ヽ
・シ  ヒロユキ

小板橋 博幸

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事
ヤマモト  ヒロシ

山本 寛

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事
タカオ  ノホ
・ル

高尾 昇

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事

ミヨシ  オサム

三好 修

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事
ウI夕
・

上田

タイチロウ

多一郎

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事

モリク
・
チ

森ロ

マサヒコ

昌彦

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

理事
キヘ
・  コウイチ

本部 浩一

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

10 理事
カモ  シケ・ノフ

・

加茂 重信

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日



役 名
(フ リガナ)

氏   名
前事業年度内
の就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

ll 監事
タカハシ アキヒロ

晃宏高稿

令和6年 4月 1日 ～

令和7年 3月 31日

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

(2頁 )



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 レジ ンシ ル・セールス
△

氏   名

1
近藤 紀―

2
土屋 克己  

3
小板橋 博幸

4 高尾 昇

5
上田 多―郎

6 森口 昌彦

7 城阪 千太郎

8 高橘 晃宏

9 本部 遺=_′:=:

10
木島 寛

11
以下余白

12




